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「避難情報に関するガイドライン」（内閣府（防災担当））では、住民は「自らの命
は自らが守る」意識を持ち、自らの判断で避難行動をとるとの方針が示され、この
方針に沿って自治体や気象庁等から発表される防災情報を用いて住民がとるべ
き行動を直感的に理解しやすくなるよう、５段階の警戒レベルを明記して防災情報
が提供されることとなっています。

高齢者等において危険な場所からの避難が必要とされるのが、氾濫警戒情報
や大雨警報（土砂災害）などの警戒レベル３相当情報、危険な場所からの避難が
必要とされるのが、氾濫危険情報や土砂災害警戒情報などの警戒レベル４相当
の情報です。

一方、災害がすでに発生している可能性が極めて高く、命の危険が迫っていると
きに発表されるのが大雨特別警報であり、警戒レベル５相当の情報に位置づけら
れています。この情報が発表された際は直ちに身の安全を確保することが求めら
れます。
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従来の大雨特別警報は、長時間指標と短時間指標という２つの条件を用いて運
用していました。
長時間指標：48時間降水量及び土壌雨量指数において、50年に一度の値以上と
なった5km 格子が、ともに50格子以上まとまって出現。
短時間指標：3時間降水量及び土壌雨量指数において、50年に一度の値以上と
なった5km 格子が、ともに10格子以上まとまって出現。
従来の指標においては、大雨特別警報を発表したが多大な被害までは生じなかっ
た事例が多くみられたり、逆に、多大な被害が発生したにも関わらず、大雨特別警
報の発表に至らなかった事例もみられるといった課題がありました。
これを改善するため、災害発生との結びつきが強い「指数」を用いて大雨特別警
報の新たな指標を設定しました。これにより、対象地域を大幅に絞り込んだ発表
や島しょ部など狭い地域への発表が可能となり、レベル５相当の情報としての信
頼度が高まり、自治体の防災対応を強力に支援するといった効果が期待されます。
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従来は５キロ格子の降水量などを発表判断の指標としていたところ、新たな手法
では１キロ格子の災害発生との結びつきが強い「指数」の値を指標として用います。
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大雨特別警報（土砂災害）については、過去に多大な被害が発生したときの土壌
雨量指数の値を基準値として設定しています。
令和2年7月30日から全国的な運用を開始しました。
指標に用いる基準値は基準Ⅱ（キキクル赤の基準）からの超過幅として概ね都道
府県単位で設定しています。
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大雨特別警報（浸水害）については、過去の大規模な浸水害を高い確度で適中さ
せることができるよう、表面雨量指数および流域雨量指数の値を基準値として設
定しています。
令和４年６月30日から運用を開始しました。
表面雨量指数は内水氾濫に起因する大規模な浸水害、流域雨量指数は中小河
川氾濫に起因する大規模な浸水害をそれぞれ適中させるために用いています。
指標に用いる基準値は基準Ⅲ（キキクル紫の基準）からの超過率として都道府県
単位で設定しています。

9



＜大雨特別警報の新たな指標の詳細＞
大雨特別警報（土砂災害）：基準値に達する１キロ格子が概ね10格子以上まとまっ
て出現すると予想され、かつ、激しい雨がさらに降り続くと予想される場合。
大雨特別警報（浸水害）：基準値に達する１キロ格子が表面雨量指数においては
概ね30格子、流域雨量指数においては概ね20格子以上まとまって出現すると予
想され、かつ、激しい雨がさらに降り続くと予想される場合。
※ここでの「激しい雨」とは、10分間に概ね5ミリ以上（1時間に概ね30ミリ以上）の
雨に相当。

左下の図では、流域雨量指数の基準値以上となったメッシュが赤く塗りつぶされて
います。北側の地域では23個のまとまった格子群がA市とB町にかかり、南側の地
域では26個のまとまった格子群がD町にかかっていますので、A市とB町とD町が
流域雨量指数の指標を満たしていることになります。
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地域毎の災害特性を反映した基準値を設定するという考え方の下、大規模または同時多
発的な土石流が発生した時間帯における土壌雨量指数の値を被災地域の基準値として
います。被災地域を含む都道府県については、警報基準値からの超過幅が被災地域にお
けるそれと同一となるよう、概ね都道府県単位を基本として特別警報の基準値を設定して
います。さらに、被災地域を含まない都道府県については、被災地域を含む都道府県で設
定した基準値（土壌雨量指数の値）が都道府県境付近で連続的になるよう基準値を設定
しています。
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地域毎の災害特性を反映した基準値を設定するという考え方の下、内水氾濫による過去
の大規模な浸水害を従来の指標と同程度の割合で捕捉しつつ、適中率が可能な限り改
善されるような水準を念頭に、キキクル紫の基準からの超過率が都道府県単位で一定に
なるよう特別警報の基準値を設定しています。さらに、被害経験のない都道府県について
は、被害経験のある都道府県における超過率の平均を採用して基準値を設定しています。
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危険な降雨となっている範囲が狭いため、従来の指標では発表対象とはならない
ものの、新たな指標では発表が可能となる事例（土砂災害編）です。
平成25年台風第26号が関東地方沿岸に接近し、伊豆大島では10月16日未明から
１時間100ミリを超える猛烈な雨が数時間降り続き、24時間の降水量が800ミリを
超える記録的な大雨となりました。16日２時頃、伊豆大島では特別警報の基準値
（土壌雨量指数）に達する１キロ格子が10個以上まとまって出現しており、新たな
指標においては発表が想定されます。
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危険な降雨となっている範囲が狭いため、従来の指標では発表対象とはならない
ものの、新たな指標では発表が可能となる事例（浸水害編）です。
＜上段の事例＞
平成24年8月13日から14日にかけて、前線に向かって南から暖かく湿った空気が
流れ込み、近畿中部を中心に大雨となり、局地的に猛烈な雨となりました。大阪府
高槻市で１時間に約110ミリの猛烈な雨を解析し、京都府宇治市では3時間に約
190ミリの雨を解析しました。14日６時頃、京都府宇治市から八幡市にかけて特別
警報の基準値（表面雨量指数）に達する１キロ格子が30個以上まとまって出現し
ており、新たな指標では発表が想定されます。
＜下段の事例＞
平成21年台風第9号周辺の湿った空気の影響で、8月8日から11日にかけて西日
本および東日本の太平洋側と東北地方の一部で大雨となりました。この期間の総
雨量が四国ではところにより700ミリを超えたほか、徳島県、香川県、岡山県、兵庫
県の一部では、8月の月降水量平年値の2倍を超える記録的な大雨となりました。
９日21時頃、岡山県美作市から兵庫県佐用町にかけて特別警報の基準値（流域
雨量指数）に達する１キロ格子が20個以上まとまって出現しており、新たな指標で
は発表が想定されます。
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発表頻度（事例数）は従来の指標で25事例、新たな指標で28事例となり、１割程度
増加します。
従来の指標における捕捉率80％程度を維持したまま、発表範囲（市町村数）が
1323市町村から190市町村へと大きく絞り込まれることになり、適中率は４％から
26％へ大幅に改善することが見込まれ、適中率を高めるという今回の改善方針に

合致しています。
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発表頻度（事例数）は従来の指標で22事例、新たな指標で28事例となり、3割程度
増加します。
捕捉率は従来の指標では58％に対して新たな指標では47％とやや劣りますが、
死者・行方不明者を伴う事例に絞れば捕捉率は維持されます（64％）。一方、発表
範囲（市町村数）は591市町村から130市町村へと大きく絞り込まれることになり、
適中率は10％から38％へ大幅に改善することが見込まれ、適中率を高めるという

今回の改善方針に合致しています。
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警報・注意報が発表されたときも含め、実際にどこで災害発生の危険度が高まっ
ているかを一目で確認できるようキキクルを提供しています。キキクルにおいて山
岳除外格子の危険度は原則として非表示にしていますが、洪水キキクルでは上流
で大雨となっている状況を可視化し下流に対して早めの避難を促す観点から、「注
意」（黄）、「警戒」（赤）及び「危険」（紫）を表示しています。
早めの避難を促す観点では、「危険」（紫）までを表示することにより、その目的は
達成できていること、また、「災害切迫」（黒）について判定に用いない格子を表示
すると、それぞれの場所におけるその時点の危険度を伝える観点で、大雨特別警
報がすぐにも発表になるのではという誤解を与えるおそれがあるため、洪水キキク
ルの山岳除外格子では、「災害切迫」（黒）は表示しないこととしています。
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・平成25年８月に運用を開始。平成29年７月までは「50年に一度の値」のみを指標
として運用。
・平成29年７月：危険度分布の技術を活用し、50年に一度の大雨となっている地域
の中で、危険度が高まっている市町村に絞り込んで発表する手法に変更。
・令和２年７月：大雨特別警報（土砂災害）の短時間指標について、土壌雨量指数
としての基準値を設定し、基準値に達した１キロ格子が概ね10個以上まとまって出
現した場合に発表する手法に変更。
・令和３年６月：上述の手法を長時間指標にも拡大することにより、大雨特別警報
（土砂災害）は指数のみを用いて発表する手法となる。
・令和４年６月：大雨特別警報（浸水害）について、表面雨量指数（流域雨量指数）
としての基準値を設定し、基準値に達した１キロ格子が概ね30個（20個）以上まと
まって出現した場合に発表する手法に変更。
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